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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　電力増幅トランジスタダイと、第1の金属酸化物半導体キャパシタと、直流デカップリ
ングキャパシタと、出力マッチングネットワークとを備える電力増幅回路であって、
　前記電力増幅トランジスタダイのドレインは、第1のボンディングワイヤを使用するこ
とによって前記第1の金属酸化物半導体キャパシタの第1の端部に接続され、前記第1の金
属酸化物半導体キャパシタの第2の端部は接地され、
　前記電力増幅トランジスタダイの前記ドレインは、第2のボンディングワイヤを使用す
ることによって前記出力マッチングネットワークに直接的に接続され、前記電力増幅トラ
ンジスタダイのソースは接地され、
　前記第1の金属酸化物半導体キャパシタの前記第1の端部は、第3のボンディングワイヤ
を使用することによって前記直流デカップリングキャパシタの一端に接続され、
　前記直流デカップリングキャパシタの他端は接地され、前記直流デカップリングキャパ
シタのキャパシタンス値は、無線周波数信号の包絡信号の帯域幅制限値が減少するにつれ
て、より大きくなるように選択され、
　前記第1の金属酸化物半導体キャパシタの前記第1の端部は、前記第3のボンディングワ
イヤを使用することによって、前記電力増幅回路が位置するプリント回路基板上にあり、
かつ前記第1の金属酸化物半導体キャパシタと前記出力マッチングネットワークとの間に
ある、マイクロストリップに接続され、前記マイクロストリップは、前記直流デカップリ
ングキャパシタの前記一端に接続される、電力増幅回路。
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【請求項２】
　第2の金属酸化物半導体キャパシタをさらに備え、前記電力増幅トランジスタダイの前
記ドレインは、2つのボンディングワイヤを使用することによって前記出力マッチングネ
ットワークに直接的に特に接続され、前記2つのボンディングワイヤの間の接続端は、前
記第2の金属酸化物半導体キャパシタの第1の端部に接続され、前記第2の金属酸化物半導
体キャパシタの第2の端部は接地される、請求項1に記載の電力増幅回路。
【請求項３】
　前記第1の金属酸化物半導体キャパシタの前記第1の端部は、前記第3のボンディングワ
イヤを使用することによって、前記電力増幅回路が位置する前記プリント回路基板上にあ
り、かつ前記第1の金属酸化物半導体キャパシタの側にある、マイクロストリップに特に
接続される、請求項1に記載の電力増幅回路。
【請求項４】
　前記第1の金属酸化物半導体キャパシタの前記第1の端部は、前記第3のボンディングワ
イヤを使用することによって、前記電力増幅回路が位置する前記プリント回路基板上にあ
り、かつ前記出力マッチングネットワークの側にある、マイクロストリップに特に接続さ
れる、請求項1に記載の電力増幅回路。
【請求項５】
　入力マッチングネットワークをさらに備え、前記電力増幅トランジスタダイのゲートは
、第4のボンディングワイヤを使用することによって前記入力マッチングネットワークに
直接的に接続される、請求項1～4のいずれか一項に記載の電力増幅回路。
【請求項６】
　前記出力マッチングネットワークに接続されるドレインバイアス回路をさらに備える、
請求項1～5のいずれか一項に記載の電力増幅回路。
【請求項７】
　前記直流デカップリングキャパシタは、特にナノファラッドレベルのキャパシタまたは
マイクロファラッドレベルのキャパシタである、請求項1～6のいずれか一項に記載の電力
増幅回路。
【請求項８】
　請求項1～7のいずれか一項に記載の前記電力増幅回路を備える、トランスミッタ。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は通信技術の分野、特に、電力増幅回路およびトランスミッタに関する。
【背景技術】
【０００２】
　電力増幅回路は、通信システムにおけるトランスミッタの重要な一部である。図1に示
すように、電力増幅回路は、入力マッチングネットワーク、電力増幅トランジスタ、出力
マッチングネットワークの3つの部分を主に含む。既存の電力増幅トランジスタが図2に示
される。入力マッチングネットワークおよび出力マッチングネットワークは、パッケージ
内のピンを使用して電力増幅トランジスタ内で接続される。ともにパッケージ化される、
(通常アクティブなコンポーネントであり、かつ電力増幅のためのコア部分である)電力増
幅トランジスタダイ(die)および金属酸化物半導体キャパシタMoscapを含む、電力増幅ト
ランジスタの具体的な内部構造が図3に示される。図3において、LB0、LB1、およびLB2は
、独立したコンポーネントを接続するために使用される、ボンディングワイヤ(bonding w
ire、2つの独立したコンポーネントを接続し、かつ、通常は金のボンディングワイヤまた
はアルミニウムのボンディングワイヤである、メタルボンディングワイヤと称される。ボ
ンディングワイヤはしばしばデバイス内で使用され、かつ10GHz未満の周波数でインダク
タンス特性を実証する)。ボンディングワイヤLB0は、電力増幅トランジスタダイ(die)の
ゲートと電力増幅トランジスタの入力ピンとを接続するために特に使用される。ボンディ
ングワイヤLB1は、電力増幅トランジスタダイ(die)のドレインと金属酸化物半導体キャパ
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シタMoscapとを接続するために特に使用される。ボンディングワイヤLB2は、電力増幅ト
ランジスタダイ(die)のドレインと電力増幅トランジスタの出力ピンとを接続するために
特に使用される。
【０００３】
　図4は、図3に示す電力増幅トランジスタを使用する電力増幅回路の出力端の等価回路で
あり、ここでRoptは電力増幅トランジスタダイが動作しているときの電力増幅トランジス
タダイの出力抵抗であり、Cdsは電力増幅トランジスタダイ(die)のドレインとソースとの
間の寄生容量である。出力端の低周波数共振回路は、電力増幅トランジスタ、出力マッチ
ングネットワーク、および出力マッチングネットワークの出力端に接続された、接地され
たバックエンドネットワークを含む。低周波数共振周波数は、出力端の低周波数共振回路
におけるインダクタンスおよびキャパシタンスによって決定され、インダクタンスが比較
的大きい場合、低周波数共振周波数は比較的低い。
【０００４】
　しかしながら、トランスミッタにおける電力増幅回路の比較的低い低周波数共振周波数
は、現在の多くの通信ネットワークでは望まれていない。たとえば、3G(3rd generation
、第3世代モバイル通信技術)ネットワークおよび4G(4th generation、第4世代モバイル通
信技術モバイル通信技術)ネットワークにおいて、変調された信号は、すべて高帯域信号
であり、無線周波数信号へ変換された後、変調信号はトランスミッタにおける電力増幅回
路を使用することによって送信される。ネットワークにおける隣接チャネル干渉(adjacen
t channel interference)がプロトコル要求を満たすことを保証するため、DPD(Digital P
re-Distortion、デジタルプレディストーション)補正が無線周波数電力増幅回路上で実行
される必要がある。電力増幅回路の低周波数共振周波数が比較的低い場合、無線周波数信
号の包絡信号のインピーダンスは電力増幅回路の出力端において大きく変化し、これは異
なる時刻において電力増幅回路の特性における比較的大きな変化をさらに引き起こす。DP
D補正の原理に基づくと、異なる時刻における電力増幅回路の特性における比較的大きな
変化は、比較的低いDPD補正の効果をもたらし、それにより電力増幅回路によってサポー
ト可能な信号帯域幅に影響を及ぼす。
【０００５】
　したがって、どのように電力増幅回路の低周波数共振周波数を増加するかが、ますます
現代の技術研究におけるホットな話題となっている。
【発明の概要】
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　本発明の実施形態は、電力増幅回路の低周波数共振周波数を増加するための電力増幅回
路およびトランスミッタを提供する。
【０００７】
　第1の態様によれば、電力増幅トランジスタダイと、第1の金属酸化物半導体キャパシタ
と、直流デカップリングキャパシタと、出力マッチングネットワークとを含む電力増幅回
路が提供され、ここで、
　電力増幅トランジスタダイのドレインは、ボンディングワイヤを使用することによって
第1の金属酸化物半導体キャパシタの第1の端部に接続され、第1の金属酸化物半導体キャ
パシタの第2の端部は接地され、
　電力増幅トランジスタダイのドレインは、ボンディングワイヤを使用することによって
出力マッチングネットワークに直接的に接続され、電力増幅トランジスタダイのソースは
接地され、
　第1の金属酸化物半導体キャパシタの第1の端部は、ボンディングワイヤを使用すること
によって直流デカップリングキャパシタの一端に接続され、
　直流デカップリングキャパシタの他端は接地される。
【０００８】
　第1の可能な実装方法における第1の態様を参照すれば、第1の金属酸化物半導体キャパ
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シタの第1の端部は、ボンディングワイヤを使用することによって電力増幅回路が位置す
るプリント回路基板上のマイクロストリップに特に接続され、マイクロストリップは、直
流デカップリングキャパシタの一端に接続される。
【０００９】
　第1の態様または第1の態様の第1の可能な実装方法を参照すれば、第2の可能な実装方法
において、第1の金属酸化物半導体キャパシタの第1の端部は、ボンディングワイヤを使用
することによって、電力増幅回路が位置するプリント回路基板上であり、かつ第1の金属
酸化物半導体キャパシタと出力マッチングネットワークとの間にある、マイクロストリッ
プに特に接続される。
【００１０】
　第1の態様または第1の態様の第1の可能な実装方法を参照すれば、第3の可能な実装方法
において、第1の金属酸化物半導体キャパシタの第1の端部は、ボンディングワイヤを使用
することによって、電力増幅回路が位置するプリント回路基板上であり、かつ第1の金属
酸化物半導体キャパシタの側にある、マイクロストリップに特に接続される。
【００１１】
　第1の態様または第1の態様の第1の可能な実装方法を参照すれば、第4の可能な実装方法
において、第1の金属酸化物半導体キャパシタの第1の端部は、ボンディングワイヤを使用
することによって、電力増幅回路が位置するプリント回路基板上であり、かつ出力マッチ
ングネットワークの側にある、マイクロストリップに特に接続される。
【００１２】
　第1の態様、第1の態様の第1の可能な実装方法、第1の態様の第2の可能な実装方法、第1
の態様の第3の可能な実装方法、または第1の態様の第4の可能な実装方法を参照すれば、
第5の可能な実装方法において、入力マッチングネットワークがさらに含まれ、ここで電
力増幅トランジスタダイのゲートは、ボンディングワイヤを使用することによって入力マ
ッチングネットワークに直接的に接続される。
【００１３】
　第1の態様、第1の態様の第1の可能な実装方法、第1の態様の第2の可能な実装方法、第1
の態様の第3の可能な実装方法、第1の態様の第4の可能な実装方法、または第1の態様の第
5の可能な実装方法を参照すれば、第6の可能な実装方法において、少なくとも1つの第2の
金属酸化物半導体キャパシタがさらに含まれ、ここで電力増幅トランジスタダイのドレイ
ンは、2つのボンディングワイヤを使用することによって出力マッチングネットワークに
直接的に特に接続され、2つのボンディングワイヤの間の接続された端部は、第2の金属酸
化物半導体キャパシタの第1の端部に接続され、第2の金属酸化物半導体キャパシタの第2
の端部は接地される。
【００１４】
　第1の態様、第1の態様の第1の可能な実装方法、第1の態様の第2の可能な実装方法、第1
の態様の第3の可能な実装方法、第1の態様の第4の可能な実装方法、第1の態様の第5の可
能な実装方法、または第1の態様の第6の可能な実装方法を参照すれば、第7の可能な実装
方法において、直流デカップリングキャパシタは、特にナノファラッドレベルのキャパシ
タまたはマイクロファラッドレベルのキャパシタである。
【００１５】
　第2の態様によれば、上述の電力増幅回路のいずれかを含むトランスミッタが提供され
る。
【００１６】
　第1の態様において提供される電力増幅回路、または第2の態様において提供されるトラ
ンスミッタによれば、電力増幅回路の出力端の低周波数共振回路におけるインダクタンス
は、直流デカップリングキャパシタを追加することによって減少する。したがって、電力
増幅回路の低周波数共振周波数は、本発明の実施形態において提供される解決策を使用す
ることによって増加することが可能である。さらに、先行技術と比較して、電力増幅トラ
ンジスタダイおよび第1の金属酸化物半導体キャパシタはパッケージ化されず、これはよ
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り柔軟な回路設計を実装することが可能である。
【００１７】
　図面は、本発明のさらなる理解を容易にし、かつ本明細書の一部を構成するために使用
され、また図面は、本発明の実施形態とともに、本発明を説明するために使用され、本発
明に何らの限定を課すものではない。
【図面の簡単な説明】
【００１８】
【図１】先行技術における電力増幅回路の概要図である。
【図２】先行技術における電力増幅トランジスタの外観の概要図である。
【図３】先行技術における電力増幅トランジスタの内部構造の概要図である。
【図４】先行技術における電力増幅回路の出力端の等価回路の概要図である。
【図５】本発明の実施形態1による電力増幅回路の概要図である。
【図６】本発明の実施形態1による電力増幅回路の出力端の等価回路の概要図である。
【図７】本発明の実施形態1による電力増幅回路が位置するプリント回路基板の第1の概要
図である。
【図８】本発明の実施形態1による電力増幅回路が位置するプリント回路基板の第2の概要
図である。
【図９】本発明の実施形態1による電力増幅回路が位置するプリント回路基板の第3の概要
図である。
【図１０】本発明の実施形態1による電力増幅回路が位置するプリント回路基板の第4の概
要図である。
【図１１】本発明の実施形態2による電力増幅回路の概要図である。
【図１２】本発明の実施形態3による電力増幅回路の概要図である。
【発明を実施するための形態】
【００１９】
　低周波数共振周波数を増加することが可能なより柔軟に設計された電力増幅回路の実装
の解決策を提供するため、本発明の実施形態は、電力増幅回路およびトランスミッタを提
供する。以下に、図面を参照して本発明の例示的な実施形態が記述される。ここで記述さ
れる例示的な実施形態は、本発明を記述および説明するために単に使用され、かつ本発明
を限定する意図を有さないことを理解されたい。さらに、本願における実施形態および本
実施形態における特徴は、矛盾なく互いに組み合わせて提供されてもよい。
【００２０】
実施形態１
　本発明の実施形態1は、電力増幅回路を提供する。図5に示すように、電力増幅回路は、
電力増幅トランジスタダイ(die)と、第1の金属酸化物半導体キャパシタ(Moscap1)と、直
流デカップリングキャパシタ(CLF)と、出力マッチングネットワークとを含み、ここで、
　電力増幅トランジスタダイ(die)のドレインは、ボンディングワイヤLB1を使用すること
によって第1の金属酸化物半導体キャパシタ(Moscap1)の第1の端部に接続され、第1の金属
酸化物半導体キャパシタ(Moscap1)の第2の端部は接地され、
　電力増幅トランジスタダイ(die)のドレインは、ボンディングワイヤLB2を使用すること
によって出力マッチングネットワークに直接的に接続され、電力増幅トランジスタダイ(d
ie)のソースは接地され、
　第1の金属酸化物半導体キャパシタ(Moscap1)の第1の端部は、ボンディングワイヤLB3を
使用することによって直流デカップリングキャパシタ(CLF)の一端に接続され、
　直流デカップリングキャパシタ(CLF)の他端は接地される。
【００２１】
　上述の直流デカップリングキャパシタ(CLF)は、ナノファラッドレベルのキャパシタで
あってもよく、または好ましくはマイクロファラッドレベルのキャパシタであってもよい
。実際の適用において、直流デカップリングキャパシタ(CLF)のより大きなキャパシタン
ス値が推奨され、特定のキャパシタンス値は、無線周波数信号の包絡信号のより低い帯域
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幅制限値に従って選択されることが可能である。無線周波数信号の包絡信号のより低い帯
域幅制限値が減少するにつれて直流デカップリングキャパシタ(CLF)のより大きなキャパ
シタンス値が要求される。
【００２２】
　さらに、電力増幅回路は入力マッチングネットワークをさらに含んでよく、ここで電力
増幅トランジスタダイ(die)のゲートは、ボンディングワイヤLB4を使用することによって
入力マッチングネットワークに直接的に接続されてもよい。
【００２３】
　図6は、図5に示す電力増幅回路の出力端の等価回路であり、ここでRoptは電力増幅トラ
ンジスタダイ(die)が動作しているときの電力増幅トランジスタダイの出力インピーダン
スであり、Cdsは電力増幅トランジスタダイ(die)のドレインと電力増幅トランジスタダイ
のソースとの間の寄生キャパシタである。
【００２４】
　先行技術と比較して、出力端の低周波数共振回路におけるインダクタンスは直流デカッ
プリングキャパシタ(CLF)を追加することによって削減可能であり、したがって電力増幅
回路の低周波数共振周波数を増加することが可能であることが理解可能である。さらに、
電力増幅トランジスタダイ(die)は、ボンディングワイヤを使用することによって出力マ
ッチングネットワークに直接的に接続され、すなわち、本発明の実施形態1において提供
される電力増幅回路において、デバイスがパッケージ化されず、デバイスは実際の適用シ
ナリオにおける現場の要求に従って具体的に選択されてよく、柔軟な回路設計を実装し、
かつ回路コストを削減する。
【００２５】
　本発明の実施形態1において提供される電力増幅回路は、3Gネットワークおよび4Gネッ
トワークに適用される。低周波数共振周波数を増加させることによって、包絡信号のイン
ピーダンスにおける変化が減少し、すなわち、メモリ効果(memory effect)は比較的小さ
くなる。このように、DPD補正効果が改善され、電力増幅回路の信号帯域幅が増加する。
【００２６】
　特定の実装において、本発明の実施形態1において提供される電力増幅回路における第1
の金属酸化物半導体キャパシタ(Moscap1)の第1の端部は、ボンディングワイヤLB3を使用
することによって電力増幅回路が位置するプリント回路基板上のマイクロストリップに特
に接続されてもよく、マイクロストリップは直流デカップリングキャパシタ(CLF)の一端
に接続される。したがって、第1の金属酸化物半導体キャパシタ(Moscap1)と直流キャパシ
タ(CLF)との間の接続が形成される。
【００２７】
　具体的には、図7に示すように、701は電力増幅トランジスタダイ(die)であり、702は第
1の金属酸化物半導体キャパシタ(Moscap1)であり、703はボンディングワイヤ(ここでは、
第1のボンディングワイヤ、第2のボンディングワイヤ、および第3のボンディングワイヤ
は区別されず、これらはすべてボンディングワイヤと称される)であり、704は直流デカッ
プリングキャパシタ(CLF)であり、705は出力マッチングネットワークである。第1の金属
酸化物半導体キャパシタ(Moscap1)702の第1の端部は、ボンディングワイヤを使用するこ
とによって電力増幅回路が位置するプリント回路基板上であり、かつ第1の金属酸化物半
導体キャパシタ(Moscap1)702と出力マッチングネットワーク705との間にあるマイクロス
トリップ700に特に接続され、第1の金属酸化物半導体キャパシタ(Moscap1)702と出力マッ
チングネットワーク705との間にあるマイクロストリップ700は、直流デカップリングキャ
パシタ(CLF)704の一端に接続される。
【００２８】
　具体的には、図8に示すように、第1の金属酸化物半導体キャパシタ(Moscap1)702の第1
の端部は、ボンディングワイヤを使用することによって電力増幅回路が位置するプリント
回路基板上であり、かつ第1の金属酸化物半導体キャパシタ(Moscap1)702の側にあるマイ
クロストリップ800に特に接続され、ここで第1の金属酸化物半導体キャパシタ(Moscap1)7
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02の側のマイクロストリップ800は、直流デカップリングキャパシタ(CLF)704の一端に接
続される。図8において、ボンディングワイヤを使用することによって第1の金属酸化物半
導体キャパシタ(Moscap1)702に接続されるマイクロストリップは、第1の金属酸化物半導
体キャパシタ(Moscap1)702の上に位置する。別の例では、ボンディングワイヤを使用する
ことによって第1の金属酸化物半導体キャパシタ(Moscap1)702に接続されるマイクロスト
リップはまた、第1の金属酸化物半導体キャパシタ(Moscap1)702の下、または別の側に位
置してもよい。
【００２９】
　具体的には、図9または図10にも示されるように、第1の金属酸化物半導体キャパシタ(M
oscap1)702の第1の端部は、ボンディングワイヤを使用することによって電力増幅回路が
位置するプリント回路基板上であり、かつ出力マッチングネットワーク705の側にあるマ
イクロストリップ(すなわち、図9におけるマイクロストリップ900または図10におけるマ
イクロストリップ1000)に特に接続され、出力マッチングネットワーク705の側のマイクロ
ストリップは、直流デカップリングキャパシタ(CLF)704の一端に接続される。図9または
図10において、ボンディングワイヤを使用することによって第1の金属酸化物半導体キャ
パシタ(Moscap1)702に接続されるマイクロストリップは、出力マッチングネットワーク70
5の上に位置する。別の例では、ボンディングワイヤを使用することによって第1の金属酸
化物半導体キャパシタ(Moscap1)702に接続されるマイクロストリップはまた、出力マッチ
ングネットワーク705の下、または別の側に位置してもよい。
【００３０】
　図7から図10に記載の解決策は、単なる例であり、本発明を限定することを意図してい
ない。第1の金属酸化物半導体キャパシタ(Moscap1)702の第1の端部はまた、ボンディング
ワイヤを使用することによって電力増幅回路が位置するプリント回路基板上の別の位置の
マイクロストリップに特に接続されてもよく、直流デカップリングキャパシタ(CLF)704へ
の接続は、別の位置のマイクロストリップを使用することによって形成される。すなわち
、実装におけるレイアウトの側面から考慮が行われてもよく、最適なレイアウトの解決策
が、第1の金属酸化物半導体キャパシタ(Moscap1)702と直流デカップリングキャパシタ(CL
F)704とを接続するための具体的な方式を決定するために実際の状況に応じて選択されて
もよい。一般的には、過度に長い配線は、レイアウトにおいて好まれない。
【００３１】
　本発明の別の実施形態、たとえば、以下の実施形態2において、上述の実施形態1におい
て提供される電力増幅回路に対して変形がさらに行われてもよく、これは本発明の保護範
囲内に入るべきである。
【００３２】
実施形態2
　本発明の実施形態2は図11に示される電力増幅回路をさらに提供し、これは上述の実施
形態1において提供される電力増幅回路と比較して、第2の金属酸化物半導体キャパシタ(M
oscap2)をさらに含む。電力増幅トランジスタダイ(die)のドレインは、2つのボンディン
グワイヤLB2およびLB5を使用することによって出力マッチングネットワークに直接的に特
に接続される。2つのボンディングワイヤLB2とLB5との間に接続される端部は、第2の金属
酸化物半導体キャパシタ(Moscap2)の第1の端部に接続され、第2の金属酸化物半導体キャ
パシタ(Moscap2)の第2の端部は接地される。
【００３３】
　すなわち、電力増幅トランジスタダイ(die)のドレインは、ボンディングワイヤLB2を使
用することによって第2の金属酸化物半導体キャパシタ(Moscap2)の第1の端部に接続され
、そして第2の金属酸化物半導体キャパシタ(Moscap2)の第1の端部は、ボンディングワイ
ヤLB5を使用することによって出力マッチングネットワークに接続される。
【００３４】
　他の具体的な内容については、上述の実施形態1に対して参照が行われてもよく、詳細
は再度ここでは記載しない。
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【００３５】
　上述の実施形態1において提供される電力増幅回路と比較して、金属酸化物半導体キャ
パシタのステージが、出力端において整合されたインピーダンスを変更するために本発明
の実施形態2において提供される電力増幅回路に追加されることが理解可能である。本発
明の別の実施形態において、金属酸化物半導体キャパシタの複数のステージがさらに追加
されてもよい。
【００３６】
実施形態３
　本発明の実施形態3は、電力増幅回路をさらに提供する。上述の実施形態1または実施形
態2に基づいて、電力増幅回路は、出力マッチングネットワークに接続されるドレインバ
イアス回路をさらに含んでもよい。出力マッチングネットワークがドレインバイアス回路
に接続されない場合、低周波数共振回路は、電力増幅トランジスタダイと、金属酸化物半
導体キャパシタと、直流デカップリングキャパシタと、出力マッチングネットワークと、
出力マッチングネットワークの出力端に接続される、接地されたバックエンドネットワー
クとを含み、これは、低周波数共振回路の比較的長い配線をもたらす。出力マッチングネ
ットワークがドレインバイアス回路に接続される場合、低周波数共振回路は、電力増幅ト
ランジスタダイと、金属酸化物半導体キャパシタと、直流デカップリングキャパシタと、
出力マッチングネットワークと、ドレインバイアス回路とを含む。すなわち、低周波数共
振回路の配線長は、ドレインバイアス回路を使用することによって短くなり、すなわち、
低周波数共振回路におけるインダクタンスはさらに低減され、低周波数共振周波数は増加
し、これは電力増幅回路の出力端の性能を向上することが可能である。
【００３７】
本発明の実施形態3において提供される電力増幅回路は、入力マッチングネットワークに
接続されるゲートバイアス回路をさらに含んでもよく、これは電力増幅回路の入力端の性
能指標を向上することが可能である。
【００３８】
　図12に示される電力増幅回路は、本発明の実施形態3において提供される電力増幅回路
の具体的な例である。2つのバイアス回路において、CLFは直流デカップリングキャパシタ
であり、CRFは無線周波数バイパスキャパシタである。
【００３９】
実施形態４
　本発明の実施形態4は、上述の実施形態のいずれか1つに示される電力増幅回路を含む、
トランスミッタを提供する。
【００４０】
　要約すると、本発明の実施形態において提供される解決策を使用することは、電力増幅
回路の低周波数共振周波数を増加し、柔軟な回路設計を実装し、かつ比較的低いコストを
達成することが可能である。
【００４１】
　いくつかの好ましい本発明の実施形態が記述されてきたが、当業者は、いったん基本的
な進歩性のある概念を学べば、これらの実施形態を変更したり、修正を加えることが可能
であることを理解すべきである。したがって、以下の特許請求の範囲は、好ましい実施形
態をカバーするものと解釈され、かつすべての変更および修正が本発明の範囲に入るよう
に意図されている。
【００４２】
　明らかに、当業者は、本発明の実施形態の精神および範囲から逸脱することなく、本発
明の実施形態にさまざまな修正および変形を加えることが可能である。本発明は、以下の
特許請求の範囲およびこれらの等価な技術によって規定される保護の範囲内に入る、提供
されるこれらの修正及び変形をカバーするように意図されている。
【符号の説明】
【００４３】
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　　LB0　ボンディングワイヤ
　　LB1　ボンディングワイヤ
　　LB2　ボンディングワイヤ
　　LB3　ボンディングワイヤ
　　LB4　ボンディングワイヤ
　　LB5　ボンディングワイヤ
　　Moscap　金属酸化物半導体キャパシタ
　　Moscap1　金属酸化物半導体キャパシタ
　　Moscap2　金属酸化物半導体キャパシタ
　　Ropt　出力抵抗
　　Cds　寄生容量
　　CLF　直流デカップリングキャパシタ
　　CLF　直流デカップリングキャパシタ
　　CRF　無線周波数バイパスキャパシタ
　　die　ダイ
　　700　マイクロストリップ
　　701　電力増幅トランジスタダイ(die)
　　702　第1の金属酸化物半導体キャパシタ(Moscap1)
　　703　ボンディングワイヤ
　　704　直流デカップリングキャパシタ(CLF)
　　705　出力マッチングネットワーク
　　800　マイクロストリップ
　　900　マイクロストリップ
　　1000　マイクロストリップ

【図１】

【図２】

【図３】

【図４】
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